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１．はじめに

従来，電力産業では規模の経済性や範囲の経済性を根拠

として地域独占形態が許容されてきた．それに加え電力と

いう財の持つ公共サービス的側面は，電力産業を公的規制

産業とみなす根拠となっていた．しかし，第一次オイルシ

ョック以降，技術進歩によって発電設備の規模，種類の多

様化とコスト低下が起こったため，発電部門における規模

の経済性が失われつつあると指摘されている．そのため電

力産業の活性化を目的として，発・送・配電分離（アンバ

ンドリング）と発電部門に対する競争原理の導入，すなわ

ち電力産業の自由化をおこなうことについての活発な議論

が現在，展開されている1），2）．

電力自由化の際に問題となるのはその市場制度設計であ

る．多くの国では電力自由化に伴う規制改革の一部として，

また送電網への公平なアクセスを保証するための一手段と

して，スポット市場（プール市場）等の市場メカニズムを

利用している3）．スポット市場を利用すれば，各経済主体

に対し電力のスポット価格という指標の提示が可能であ

る．そのため各経済主体がスポット価格を考慮しながら市

場に参加することの是非について判断できるというメリッ

トがある．しかしながら，スポット市場を用いた電力取引

メカニズムは，アメリカ，カリフォルニア州の電力自由化

移行過程において価格の急激な上下変動（プライス・スパ

イク）問題を引き起こしており，必ずしもうまく機能して

いない．そのため，その導入に際しては慎重な検討が必要

である．

そこで，本研究では電力の安定供給の実現に必要とされ

る制度設計について検討をおこなうため，自由化への移行

過程をモデル化する．そしてそのモデル・シミュレーショ

ンを通して，異なる構造の市場を収益性と価格の関係に着

目して比較検討することで，電力取引市場に対する知見を

得ることを研究の目的とする．

カリフォルニア州の自由化移行過程の際に表面化したプ

ール市場メカニズムの抱える問題は，①電力という財その

ものに備わる性格（在庫をもつことができず，常に需要と

供給が一致する財であること），②供給安定性を達成する

ために，利用率の低い設備を必要とする電力産業の性格，

③電力取引市場の性格（市場の制度設計）などの諸要因が

絡み合って発生していた．電力産業が規制産業から競争産

業へ移行する過程に関する分析は，以上の問題点を考慮し

ながらおこなう必要がある．そしてそのような分析は，今

後，日本でも予定されている電力自由化の展開と影響を評

価する際に有効ではないかと考えられる．

また，自由化移行過程における電力市場を安定かつ効率

的に運用する制度を設計することは，きわめて複雑な問題

である．そのためこの問題に対して議論を深めていくため
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には，定量的な分析をおこなう必要がある．このような市

場制度の分析方法として実験経済学や最適化モデルなどの

方法があるが，本研究では多主体意思決定者を含んだシミ

ュレーション型モデルを用いる．シミュレーション型モデ

ルは，モデル構造やパラメーター値を変化させ実験を繰り

返すことが可能であるため，規制や枠組みが市場に与える

影響を分析する場合に適した手法である．そのため電力市

場制度のように，多様な意思決定者が多数存在するシステ

ムの分析に適していると考え，採用することにした．

２．シミュレーション・モデルの構成

2.1 モデルの対象

構築する電力市場モデルでは取引方法（制度）として，

需要を満たす最高入札価格で取引価格が決定されるオーク

ション型のプール市場制度を採用する．現実の電力取引市

場では需給調整のために，一日前市場や三日前市場，また

先物取引，相対取引などを利用している．しかし本研究で

は，シミュレーションによる制度設計の可能性を探ること

を目的の一つとしているため，モデルを単純化し一時間ご

とに取引を行うスポット取引のみを対象とし，他の取引形

態に関しては今後の課題とする．また市場自由化直後の市

場特性について解析をおこなうため，本研究ではシミュレ

ーションの対象期間をプール市場移行直後の３年間に限定

する．

図１に作成したモデルの構成を示す．また以下にモデル

で用いた各種設定条件を示す．

■ 発送配電の分離（アンバンドル）を想定する．

■ 対象期間は2003年から2005年の３年間に設定する．

■ システム内での設備投資，設備廃棄についてはモデル

に外生的に与える．そのため文献4），5）に基づいて，そ

の期間に稼働が予定されている国内の大型火力プラン

ト（約300基）を各意思決定単位としてモデル内に組

み込む．

■ 既存火力プラントの燃料費としては，資料5）をもとに

プラント燃料使用量と燃料価格の積を，該当するプラ

ントの年間発電量で除した値（個別プラントの平均燃

料費用）を推定値として用いる．なお，この値は発電

機出力に依存したものではない．

■ 原価償却費については文献6）の建設費の値をもとに償

却年数を15年として定率償却法により計算した．

■ コージェネレーションなどの，オンサイト型発電普及

の影響，自発電力の余剰電力販売は考慮しない．

■ 原子力発電及び水力発電（揚水発電を含む）の出力は

外生的に与える．

■ 相対取引市場の電力需要は大口需要家を対象としたも

のと考え外生的に扱う．

■ プール市場における電力需要の対象として，小口電力

（主に業務），電灯需要を取り上げる．また需要は現在

の電力需要の動向6）から年１％の上昇（７，８，９月

は３％の上昇）を想定した．

2.2 市場構造に注目したモデルのケース設定

これまで電力自由化に関する議論は，市場自由化モデル

の選定に焦点が当てられてきた．しかし，最近では英国卸

電力プール市場の高止まりの原因などをめぐって，発電分

野における市場構造の問題に関する議論が盛んである8）．

英国では市場集中度が高く電力価格が高止まりしたとの考

え方がある．しかし，一方では，カリフォルニア州では市

場集中度を低めるため既存電力会社が発電設備の売却をお

こなっており，それが電力危機の原因となったとの説もあ

る．そのため，本研究では市場構造の違いを検討すること

を意図し費用及び収益の処理方法以外は，同一の意思決定

アルゴリズムを経営主体に組み込んだモデルを用いる．そ

して次の２つのケースを設定する．

■ 中程度の市場集中度を想定した連結採算ケース

これは既存電力会社の保有する発電設備間において収益

性の高いプラントが収益性の低いプラントを補助する場合

を想定した設定である．このとき現在の日本の電気事業者

（沖縄電力を省く９大電力，電源開発，共同火力）をモデ

ルとしプラントのグループ分けをおこなった．このケース

では，その年度にかかった費用と得た収益を連結グループ

内で出力に応じて分担する（図２）．つまり，プラント・

グループごとに運用によって生じた負債，及び収益がプー

ルされ，そのグループに所属するプラントの入札価格に影

響を与える．

■ 低い市場集中度を想定した独立採算ケース

これは既存電力会社が保有している発電設備を売却し，

小さな発電会社が乱立した極限的状態を想定したものであ

る．あるいは既存電力会社が各プラントの個別の収益性を

重視し，収益性の低いプラントを淘汰していくケースとも

解釈できる．このケースでは，プラントごとの費用と収益

を各プラントごとに単独決算をおこなう（図３）．この場図１ シミュレーション・モデルの構成図
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合，プラントごとに運用によって生じた負債，及び収益は

持ち越されプラントごとの入札価格に影響を与える．

各々のケースを比較検討することによって，対象とする

プール型市場取引モデルにおけるプラント費用処理方法の

違いが，電力プール市場の価格，収益挙動に及ぼす影響を

考察する．

2.3 モデル・シミュレーションの流れ

モデルのフローチャートを図４に示す．以下にその流れ

について説明する．

＜ループＡ＞

このループでは毎時のプール取引が行われる．

１）プラント入札価格の決定

本項では表現を単純化するために，第iプラントの入札

価格をPB（i）とし，PB（i）≦PB（i＋1）とする（i＝1，…，N－1）．

また，以下では，プラントごとに異なる値が設定される可

能性のある変数に対しては，（i）をつけて表記する．

該当月に稼働できる状態にあるプラントは，入札価格と

プラント出力をプールへと入札する．

この入札価格の決定のために以下の仮定を設ける．

仮定：各発電主体であるプラントは，発電費用を積み上げ

損益分岐価格を計算する．それに落札できなかった

場合のリスクを考慮し（１＋マークアップ率）をか

けて入札価格とする．

すなわち各プラントは,マークアップ率を次の式（1）の

ように設定する．

m（i）＝a（i）×（1－RP（i）） ……………………………（1）

ここでm（i）：マークアップ率，RP（i）：予想稼働率（ル

ープＢの説明で後述），a（i）：m（i）の上限値となる定数で

ある．

このとき各プラントは各自で想定している予想稼働率が

高ければ入札できないリスクが低いと考え，マークアップ

率を低め，逆に予想稼働率が低ければ，マークアップ率を

高めることになる．この設定は，ダンピング（不当に安い

価格設定）行動を防止する制度が市場に組み込まれている

場合，各プラントにとって合理的な行動であると解釈する

ことができる．

このときプラントの入札価格PB（i）は次の式（2）によ

って決定される．

PB（i）＝（1＋m（i））･｛CV（i）＋CF（i）/TP（i）｝，TP（i）＝RP（i）×TR（i） …（2）

ここでPB（i）［円/kWh］：プラントの入札価格，m（i）：マ

ークアップ率，CV（i）［円/kWh］：変動費用，CF（i）［円/kW］：

固定費用，TP（i）［h］：残存想定稼働時間，RP（i）：予想稼働

率，TR（i）［h］：残存稼働可能時間である．

変動費用は労賃と燃料費によって構成される．固定費用

は減価償却費，固定資産税，負債（ループＣの説明を参照），

調整費用（ループＢの説明を参照），プラント補修費用

（ループＣの説明を参照）によって構成される．また残存

稼働可能時間はプラントのその期（一年間）における残り

稼働可能時間を表し，残存想定稼働時間は，プラントが想

定するその期の残り稼働時間を表す．

２）プール市場における電力需要量の扱い

またプールには需要家側から時間ごとに異なる需要量

DP［MW］が伝達される．このときDPは，季節変動と時間

変動が織り込まれ外生的に市場に入力され，価格弾力性は

考慮されない．この理由は電力という財が短期においては図４ モデル・シミュレーションの流れ

図２ 連結採算ケースの概念図

図３ 独立採算ケースの概念図
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価格弾力性が低いと考えたためであるが，今後検討を要す

る点である．

３）プール市場を介した電力取引

プール市場における毎時の電力取引では，式（3）を満

たすプラント番号nのプラントの入札価格PB（n）［円/kWh］

の値が取引価格PTとする．

…………………………（3）

ここでDP［MW］：プール市場に入力される毎時の需要，CP

（i）［MW］：プラント（i）の容量である．

落札できたプラントには，落札結果と毎時の売上データ

が伝達される．

＜ループＢ＞

ループＢは一ヶ月ごとにおこなわれる費用調整のループ

である．ここでは日々の取引によってもたらされた取引結

果を参考に月はじめに各発電主体が入札価格を以下の方法

により調整する．

まず次の仮定を設ける．

仮定：各プラントは，月初めに予想稼働率を想定し，稼働

予想分の可変費用を事前に支出する．そして月末に

予想稼働率と実稼働率を比較し，予想とのズレに比

例した損失額を計上する．そこで生じる損失額を調

整費用として，翌月の入札価格に反映させる．

この仮定に従い月末に生じる調整費用の発生額を式（4）

を用い表現する．

ΔCA（i）＝b（i）×―Nm（i）－RP（i）･n―×CV（i） …………（4）

ここでΔCA（i）［円/kW］：月末に生じる調整費用の発生

額，b（i）：比例定数，Nm（i）［h］：月間落札回数，n［h］：月

間稼働可能時間である．

月間落札回数は実稼働時間に対応する．また月間稼働可

能時間と予想稼働率の積が，その月の想定稼働時間となる．

またここで発生したΔCAの総和は年度末決算時に費用とし

て計上される（連結採算ケースではこの費用もまた分担さ

れる）．

ここで前の月までの累積調整費用をCA（－1）（i）［円/kW］

とおく．そして，その一部が月末に償却されると仮定し，

次の期に価格に含められる，調整費用CA（i）［円/kW］を式

（3）を用いて表現する．

CA（i）＝｛TR（i）/TR（－1）（i）｝･CA（－1）（i）＋ΔCA（i）…（5）

TR（i）［h］：残存稼働可能時間はその期（一年間）の残り

稼働可能時間を表す変数である．またTR（－1）（i）［h］は前

の月を含めた残り稼働可能時間である．

この調整費用の大きさに応じて各プラントは，予想稼働

率が実稼働率に近づくよう再設定し入札価格を調節するよ

うにアルゴリズムを式（6）のように定める．

RP（i）＝RP（－1）（i）－｛RP（－1）（i）－RR（－1）（i）｝/f（CA（i）） …（6）

ここでRP（i）：次の期の予想稼働率，RP（－1）（i）：取引の

終わった月の予想稼働率，RR（－1）（i）：取引の終わった月

の実稼働率，1/f（CA（i））：稼働率調整関数である．

f（CA（i））は，10から２までの整数値をとるCA（i）に関す

る階段状の減少関数である．式（6）に従えば調整費用の

値が大きければ各プラントは自らの予想稼働率の設定が甘

いことを知り，実稼働率に予想稼働率をできるだけ近づけ

る．逆に調整費用の値が小さければ，各プラントは予想稼

働率が現実に適応していると考え予想稼働率を実稼働率に

近づけるように微調整する．

＜ループＣ＞

年度末決算と補修計画の作成がおこなわれるループであ

る．年度末決算では，各発電主体が一年間の取引で生じた

費用と収益をもとに経常利益を計算して減価償却を行い，

一年間の取引で生じた繰越利潤ないしは負債を確定する．

これが固定費用に繰り込まれることによって次の一年の価

格決定に影響を及ぼす．また，このとき先述したように連

結採算ケースでは収益と負債をグループ内で分担するが，

独立採算ケースでは分担しない．

各年度の初めに発電主体は，プラントの補修計画を決定

する．プラントの補修計画は実データ5）から求めた確率に

基づき，乱数を用いて与えられる．その際，用いる確率と

して平成11年度版の「電力需給の概要」掲載の平成12年度

火力発電所・補修計画（主要ユニット）に基づいて，算出

したものを用いる．

まず燃料タイプごとに異なる補修期間の決定確率に従い

乱数を用いて，プラントを補修する月数を決定する．そし

て補修を開始する月を３，４，９，10，11月のうちから乱

数を用いて等確率で選択する．この５つの月に補修を開始

表２ プラントの燃料タイプ別補修確率

表１ シミュレーションに用いた主な設定

CP（i）＜DPΣ CP（i）
n－1

i＝1
Σ 

n

i＝1
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する月を指定しているのは，電力需要の変動に対して十分

な卸電力供給力を確保するためである．

また，補修計画が決定した後に，発電主体はコスト計算

を行い，該当年度に必要とされる固定費用（該当年度の取

引において新しく発生する調整費用を除く）の計算をおこ

なって取引を開始する．

＜主な設定＞

表１に主要なシミュレーションの設定変数の値を示し，

表２にプラント燃料タイプ別の補修期間を決定する確率の

値を示す．また図５に稼働率調整関数のグラフを示す．

３．シミュレーション結果

本節では，前節で述べた設定内容に基づいた，連結採算

ケースと独立採算ケースのシミュレーションの結果につい

て述べる．

3.1 価格挙動

図６及び図７にシミュレーションから得られた卸電力ス

ポット価格の時系列推移を示す．図６が連結採算ケース，

図７が独立採算ケースのものである．また価格諸指標の経

年変化を表３に示す．

図６，７及び表３から読み取ることのできる結果は以下

のとおりである．連結採算ケースの場合，独立採算ケース

と比較して，価格の挙動に関して以下に示す特徴を有する

ことが示された．

■ 価格変動の標準偏差が大きい．

■ 平均価格が高めで推移する．

■ 価格範囲が急激に上下変動する危険性は低い．

また独立採算ケースの価格挙動については，次の特徴

が示された．

■ 平均価格は連結採算ケースと比較して低位で推移する

■ 価格変動の標準偏差は小さいが，３年目にはピーク時

に価格が急激に上下変動するプライス・スパイクが発

生した．

以上の結果について考察するために各年度３月の供給曲

線を調べる．図８の連結採算ケースの供給曲線（３月）は

３年間のシミュレーションを通してその形状をあまり変え

ていない．しかし図９に見られるように独立採算ケースの

供給曲線では年数を重ねるにつれてミドル・ピーク領域に

おいて需要増加に対し価格が急激に上昇することが分かる．

この供給曲線の変化が，３年目の夏季における需要の増

加する時期に独立採算ケースのプライス・スパイクを引き

起こしていることが理解される．

図５ 稼働率調整関数

図６ シミュレーションにおけるスポット価格の推移

（連結採算ケースのシミュレーション）

図７ シミュレーションにおけるスポット価格の推移

（独立採算ケースのシミュレーション）

表３ 取引価格指標の経年変化

図９ 独立採算ケース３月の供給曲線（経年変化）

図８ 連結採算ケース３月の供給曲線（経年変化）
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また連結採算ケースの平均価格が高く，標準偏差が大き

い理由については，図10に示す供給曲線の形状と需要量の

度数分布から説明することができる．

図10は，３年目３月の供給曲線と需要量の度数分布を同

一のグラフ上に表現したものである．ちょうど連結採算ケ

ースの供給曲線の方が独立採算ケースの供給曲線よりも入

札価格が全般的に高くなっている領域に需要が分布してい

ることがわかる．これは昼間の需要量が急上昇する夏季

（７，８，９月）を除いて，ほぼ一年間を通して観察され

る現象である．

3.2 収益性について

前述した価格挙動における２ケースの挙動の違いは，プ

ラントの収益構造の違いが価格に反映された結果と考えら

れる．その収益構造の違いは両ケースにおけるモデルに組

み込んだ収益処理方法に対する発電事業者の行動の違いと

最高落札価格で取引価格が決定される取引制度の相互作用

によるものと考えられる．

■ このことを裏付けるため，プラントの収益性に関する

分析結果を図11，12に示す．

図11は火力発電部門全体としての経常利益の経年変化に

関するシミュレーション結果である．このモデルでは，部

門全体で比較したとき，取引平均価格の高さを背景として，

連結採算ケースの収益額のほうが独立採算ケースの収益額

よりかなり大きくなっていることがわかる．

また図12にはシミュレーション１年目における個別プラ

ントの利潤率とプラント年間利用率との関係を示す．これ

を見ると連結採算ケースの方は利用率の低い（20％程度）

プラントまで利潤率が正の値をとっているのに対し，独立

採算ケースの方は利用率の比較的高い（70％程度）プラン

トでも利潤率が負の値をとりうることが分かる．

3.3 シミュレーション結果の整理

本研究におけるシミュレーションにおいて，連結採算ケ

ースでは日々の小刻みな価格変動は激しくなるが，突然の

急激な価格の上下変動は起こりにくいとの結果を得た．こ

れは採算の悪いミドル，ピーク電源の負債の累積による発

電コストの上昇を，ベース電源のもたらす高収益によって

相殺できるためである．逆に独立採算ケースでは，収益性

の悪いピーク電源はコスト上昇を押さえられない．そのた

め価格が急激に上下変動するプライス・スパイク（図７）

が観察されたと解釈される．

以上の結果を整理すると以下のようになる．

■ 需要変動が激しく在庫をもてない電力の財としての性

格が，各プラントの稼働率に反映し，それがピークを

担当するプラントのコストの上昇を通じて価格に影響

をあたえている．

■ このとき，ピーク帯のコスト上昇リスクを連結採算ケ

ースの場合はグループで分担しており，急激な振幅は

生じないが，独立採算制では各プラントがリスク負担

をしていることになり，結果的にプライス・スパイク

を生む．

3.4 シミュレーション結果の一般性について

シミュレーション型モデルによる分析の場合には，得ら

れた結果の一般性について注意する必要がある．

第一に本シミュレーションでは，需要の価格弾力性を考

慮していない．もし短期においても需要に大きな価格弾力

性を設定すれば，独立採算ケースにおける激しいプライ

ス・スパイクは観察されないことが予想される．変動価格

方式を導入する前には，電力の価格弾力性について十分な

検討がなされなければならない．

第二にこのモデルでは，意思決定アルゴリズムの中にコ

スト割れ入札や市場支配力を行使するなど様々な戦略的行

動アルゴリズムを組み込んでいない．実際には様々な意思

図10 連結採算ケース・独立採算ケース３年目３月に

おける供給曲線と同時期の需要量の度数分布 図11 経常利益の経年変化

図12 取引開始１年後の各プラントの年間利用率と

利潤率の関係
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決定のオプションが考えられるはずであるため，単一の意

思決定アルゴリズムしか組み込んでいないことは，このシ

ミュレーション結果の一般性を低めていると考えられる．

第三に本モデルのシミュレーションでは，２種類のケー

ス設定を比較したのみであった．従って設定したオークシ

ョン・プール市場制度の下で，どの程度のプラント連結が

リスク分担と価格の面から見て有効なのかについて検証す

る必要がある．またプライス・スパイクを未然に防ぐ機構

を，市場の制度として組み込むことも考えられる．

以上の事柄を考慮して，今後様々に感度分析をおこない

シミュレーション結果の一般性を高めていく必要がある．

４．設備投資行動に関する推論

本シミュレーションの対象は３年という短期でありモデ

ルの中で設備投資，プラント廃棄を内生的には扱わなかっ

た．そのため現段階のモデル中では設備投資について詳し

く言及することはできない．しかし，本研究のシミュレー

ション結果と，幾つかの資料に基づいて，この研究で用い

たプール型取引市場が形成された場合の企業の投資行動に

関する推論を展開することができる．

まず3.2に述べた収益性の検討結果は連結決算ケースで

あれば，モデルのような取引市場が形成された場合でも発

電部門での十分な投資がおこなわれる可能性が高いことを

示唆している．

しかし連結採算をおこなっている企業が連結を自ら崩し

て，収益性の低いミドル・ピーク用のプラントの売却，ま

たは廃棄をおこなう誘引を持つ場合を考慮することもでき

る．これは文献4）を用いて，文献9）などを参考に計算した

日本の電力会社の財務分析結果とも整合する想定である．

その結果によると電力会社は固定資本が大きく，自己資

本比率が低い典型的な設備産業である．

現在電力産業は，総括原価によって確実な事業コストの

回収をおこなっている．しかし，電力小売の部分自由化に

伴い，事業コスト回収の不確実性が増加しており，上記の

財務体質は，資本市場から改善圧力をうける傾向にある．

このことは，今後，財務バランスを改善するために，電力

会社がその巨大な固定設備（アセット）を証券化等の手段

を用いて手放す可能性が存在していることを示唆するもの

である．本研究では，そのようなケースのシミュレーショ

ンはおこなっていないが，その場合生じる結果は，独立採

算ケースの結果とよく似たものとなり，供給の安定性に問

題をきたすことも予想される．

供給の安定性を確保するための手段としては，系統管理

者である送電部門が保険として十分な量の予備供給力を備

えておくことが考えられる．それに加え，市場取引価格が

高騰した際に電力供給を担うことが可能な，いわば卸電力

の保険会社のような存在も存在意義をもつ．

また電力価格の急騰が設備投資のきっかけとなるという

考え方に対しては，ピーク，ミドル・プラントの稼働率の

低さが電源の設備投資の回収を困難なものとするため，大

規模な設備投資が促進される可能性は低いのではないかと

考えられる．

ただし，上記の幾つかの予想については，今後，設備投

資を含めたシミュレーション・モデルにより検討されなけ

ればならない．

５．結論

本研究では自由化後の電力取引市場制度を設計する知見

を得るため，市場構造に着目した短期移行過程の電力取引

のプール市場モデルを構築した．そして，そのシミュレー

ションを通して連結採算ケースと独立採算ケースという二

つの異なる市場構造についての分析をおこなった．

その結果以下の事柄が明らかになった．

■ 連結採算ケースでは，日々の小刻みな価格需要変動が

激しく在庫をもてない電力の財としての性格が，各プ

ラントの稼働率に反映し，それがピークを担当するプ

ラントのコストの上昇を通じて，価格に影響をあたえる．

■ このとき，ピーク帯のコスト上昇リスクを連結採算ケ

ースの場合はグループで分担しており，急激な振幅は

生じないが，独立採算制では各プラントがリスク負担

をしていることになり，結果的にプライス・スパイク

を生む．

これはプール市場メカニズムを採用した場合，その制度

設計に際して考慮すべき知見であると考えられる．

また本論文では収益性に関するシミュレーション結果の

分析を通じて，投資行動に関する仮説を展開することがで

きた．

以上の知見は，この多主体意思決定のシミュレーショ

ン・アプローチを制度設計のために利用できることを示唆

している．

今後は，より長期の設備投資を扱うことができるように

モデルを改良し，電力取引市場の制度設計につながるモデ

ルの構築と，自由化に関する詳細な検討をおこなう予定で

ある．
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